
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

103% 103% 103%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期障害福祉計画

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第７条

主要政策・施策

％

1,852

A・C.平成29年度までに入
院1年以上の長期入院患者
数を減少させる。（目標値
は、各自治体が策定する
「第4期障害福祉計画」を集
計し、３年毎の目標値を設
定している。）

実施方法

26年度

精神障害者保健福祉対策 担当部局庁 障害保健福祉部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 精神・障害保健課 武田　康久

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

社会保障

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

緊急な医療を要する精神障害者等が迅速かつ適切な医療を受けられるようにするため、
Ａ．都道府県又は指定都市が行う精神保健福祉法に基づく精神科救急医療体制の整備（平成２０年度開始、平成２９年度終了予定）
Ｂ．自殺防止のための相談活動等事業、PTSD、思春期児童等に対応する業務従事者や精神医療従事者等に対する研修事業（平成１３年度開始、平成３１
年度終了予定）
C.精神保健福祉センターが行う特定相談事業等の実施（平成１２年度開始、終了予定なし）
等を通じて、精神障害者の保健福祉の向上を図るもの。
（補助率：1/2,定額,1/3）

- -

2,402

68 54

- -

入院1年以上の長期入院患
者数

-

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

2,054

--

2,469

平成１２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

精神障害者に対する適切な医療や福祉の提供を行うための人材養成や地域における体制整備を行うことにより、精神障害者が安心して地域で生活できる社
会の実現を目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

万人成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 万人

平成２９年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

2,470 1,906 2,108 2,706 3,098

1,906 2,112

執行率（％） 100% 100% 100%

-

15.4

-

「精神保健費等国庫負担（補助）金交付要綱」（平成10年6月
15日厚生省障発第194号）等

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

54 -

2,706 3,098

関係する計画、
通知等

達成度

18.7

-

-

年度 年度29

37

0

0

2,706

1

3,098

事業番号 0744

自殺対策、障害者施策

29年度当初予算

2,669

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

精神保健対策費補助金

障害保健関係人材養成研
修等委託費

保健福祉調査委託費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」214

事業の合理化・業務のスリム化を図るとともに、重点化を実施

30年度要求

3,010

50

37



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生

- 15.4

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

精神科救急医療体制の整備の推進により、精神疾患の症状悪化に対し迅速に適切な医療を提供することが可能となり入院期間が短縮されることで
長期入院精神障害者の減少が見込まれる。

政策 Ⅷ-1　必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者の地域における生活を総合的に支援すること

施策 Ⅷ-1-1　障害者の地域における生活を総合的に支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域における支援体制を整備すること

測
定
指
標

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

（第4期障害福祉計画による）入院1年以上の長期入院
患者数

実績値 万人 18.7 - - - -

目標値 万人 - - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
人口動態統計

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

67

-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

25

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

67

単位当たり
コスト

単位

B:単位当たりコスト=X／Y

Ｘ：「事業に係る交付額」
Ｙ：「対象交付相手方数」

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

自治体

百万円

活動指標

計算式 　X/Y

23.1

65 65 64

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位当たり
コスト

B:自殺防止のための相談活動等を実施する事業者数

1,550百万円
　　/67自治体

算出根拠

活動指標

67

29年度活動見込

29.9 29.4 21.6

活動実績

28年度

28年度

67 67

百万円

活動実績 団体

当初見込み 団体

単位

1.3

　X/Y
130百万円
　　/25団体

単位

A:精神科救急医療体制整備を実施する自治体数

達成度 ％

26年度

1.4

自治体

1,943百万
円

　　/66自治
体

5.7 5.7 10.8 5.2

26年度 27年度 29年度活動見込

計算式
130百万円
　　/23団体

定量的な成果目標

％

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

A:単位当たりコスト=X／Y

Ｘ：「事業に係る交付額」
Ｙ：「対象交付相手方数」

単位当たり
コスト

C:単位当たりコスト=X／Y

Ｘ：「事業に係る交付額」
Ｙ：「対象交付相手方数」

27年度 28年度

1.4

単位当たり
コスト

1.4

93百万円
　　/65自治

体

91百万円
　　/65自治

体

90百万円
　　/64自治

体

B.自殺死亡率（人口10万人
当たりの自殺者数）の低下

※自殺対策総合大綱（平成
19年６月閣議決定）におい
て、「平成28年までに、自殺
死亡率を平成17年と比べ
て20％以上減少させる」こ
とを掲げており、本事業は
当該数値目標の達成に向
けた取組の一つと位置づけ
られる。
※平成29年度に自殺対策
総合大綱を見直すこととし
ており、新たな目標値は今
後検討。

自殺死亡率
（厚生労働省の人口動態統
計の数値であり、平成28年
の自殺死亡率は、平成29
年9月に公表される予定）

※成果実績及び目標値に
おける集計単位は「年度」
ではなく「年」で記載してい
る。

成果実績 ％

目標値

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

67 67 67

C:精神保健福祉センター特定相談等事業を実施する事
業者数

活動実績 自治体

当初見込み 自治体

1,971百万
円

　　/66自治
体

27年度

1,404百万
円

　　/65自治
体

- 95 - - -

130百万円
　　/23団体

-

130百万円
　　/12団体

29年度活動見込

- 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

19.5 18.5 - -

- 19.4 -

26年度

66 66 65

23 24 12

26年度 27年度

27年度 28年度

23 23 12

26年度

28年度

計算式 　X/Y

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

90百万円
　　/67自治体

集計中

検討中



－

生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

厚生労働省

事業番号 事業名所管府省名

地域自殺対策強化事業（地域自殺対策強化交付金）0767

○

事業に必要な経費について都道府県が二分の一を負担して
いる。

-

精神保健福祉法にて、精神障害者の発生の予防、その他国
民の精神保健の向上のための施策を講じなければならない
と規定されている。

29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

○

- -

評　価項　　目

精神障害者が地域で生活できるよう施策を行っており、国民
のニーズは高く、国費の投入が必要である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

本事業を実施するために真に必要な経費を限定している。

○

改善の
方向性

今後も予算の執行状況等を踏まえつつ、施策の推進に必要な予算の確保を行うものとする。

本事業については、依存症対策や心の健康づくり対策、自殺対策等の事業を行っている。
活動実績の一例として、精神科救急医療体制整備事業については全ての都道府県及び多数の指定都市で実施されているところであり、他の
メニューの実施と併せ、成果目標である入院１年以上の長期入院患者数の減少に一定の効果をあげているところである。なお、一部のメニュー
については、執行実績等を勘案し減額を行ったところでもある。
民間団体向けの補助事業については、事業の採択に際し公募を行い、事業を遂行可能であるかどうか検証するとともに、採択に際しても本事
業を実施するために真に必要な経費を限定し、事業の効率性に寄与しているところである。
また、それぞれの事業計画において、事業内容、経費の支出予定等を確認の上、交付決定を行い、事業終了後の実績報告により最終確認を
行っており、余剰金があった場合には返還の措置を講じている。

○

－

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

本事業は全国的に活動するNPO等に対する補助金であるの
に対し、左記事業については、地方公共団体が各地域にお
いて実施する事業に対する交付金であり、役割分担を行って
いる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

都道府県や民間事業者が単独で行うには難しい事業につい
て、必要な経費を補助することで実効性の高い手段を講じて
いる。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

都道府県等に対する補助以外に、民間団体に対するもの
は、公募を行うことにより競争性を確保している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

精神障害者が地域で生活できるよう施策を行っており、国民
のニーズは高く、優先度も高い。

適切な基準を定めており、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

○

○

K
P
I

(

第
一
階
層

）

- 年度

ＫＰＩ
（第一階層）

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

－

自殺死亡率は減少しており、成果目標と見合っている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は見込みにあったものである。

計画開始時

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

－

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

単位

無

○

点検結果

都道府県等に対する補助については、国と都道府県等が按
分して費用を負担し、民間向け事業については公募で契約
相手方を選定する等しており、費用負担は妥当と考える。

国
費
投
入
の
必
要

性

-

成果実績 -

改革
項目

分野： - -

事業所管部局による点検・改善

-

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

28年度
年度

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



512

765

747

465

767

408

780平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

平成24年度

今後も適切な予算見積もり、着実な執行をお願いしたい。（井出 健二郎）

引き続き、必要な予算額を確保し、適正な執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

現
状
通
り

引き続き、必要な予算額を確保し、適正な執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

現
状
通
り

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

厚生労働省

2,112百万円

精神保健福祉法並びに各通知に

基づき国庫補助金を交付

【補助金等交付】

A．都道府県・

各指定都市

(67)

1,752百万円

精神保健福祉

法等に基づき都

道府県及び指

定都市が行う精

神保健福祉セ

ンターの特定相

談及び精神科

救急医療体制

整備事業等

【補助金等交付】

Ｅ．民間団体
(12)

130百万円

自殺防止対

策事業実施

要綱に基づく

自殺防止の

ための相談

活動等事業

【補助金等交付】

Ｃ．民間団体
(2)

7百万円

こころの健康

づくり対策事

業実施要綱

に基づくPTSD
等に対応す

る業務従事

者に対する

研修事業

【補助金等交付】

Ｄ．（一社）認

知行動療法研

修開発セン

ター

73百万円

認知行動療

法研修事業

実施要綱に

基づく精神

保健医療従

事者に対す

る認知行動

療法に係る

研修事業

【随意契約（公募）】

Ｈ．（公社）日本

精神科病院協

会

29百万円

災害派遣精神

医療チーム

(DPAT)の支援

に関する事業

Ｍ．民間団体

（東京都委託

先）

63百万円

精神科救急医

療体制の確保

に関する事業

等

【補助金等交付】

Ｆ．医療機関

(10)

19百万円

自殺未遂者再

企図防止事業

実施要綱に基

づく自殺未遂

者に対する

ケースマネー

ジメント等事業

【公募・補助】

Ｋ．独立行政

法人国立病院

機構久里浜医

療センター

3百万円

依存症治療

拠点機関設

置運営事業

実施要綱（民

間団体分）に

基づく依存症

治療拠点機

関設置運営

事業

【補助金等交付】

Ｂ．国立研究開発

法人国立精神・神

経医療研究セン

ター 3百万円

摂食障害治療

支援センター設

置運営事業実

施要綱（民間団

体分）に基づく

摂食障害治療

支援センター設

置運営事業

【委託】

Ｎ．民間企業

(2) 1百万円

・ポータルWeb
サイト更新費及

びページ作成、

・摂食障害情報

ポータルサイト

スマホ版作成、

・摂食障害情報

ポータルサイト

案内チラシ作

成・印刷・配布

を実施

【補助金等交付】

Ｇ．国立研究開

発法人国立精

神・神経医療研

究センター

2百万円

てんかん地域診

療連携体制整備

試行事業実施要

綱（民間団体分）

に基づく摂食障

害治療支援セン

ター設置運営事

業

【補助金等交付】

Ｊ．独立行政法人

国立病院機構久

里浜医療センター

60百万円（予定）

依存症対策全

国拠点機関設

置運営事業

（29年度新規）

【委託】 【補助金等交付】

Ｉ．国立研究開発法

人国立精神・神経

医療研究センター

48百万円

自殺総合対策推進

センター機能強化

事業実施要綱に基

づく国における自

殺対策の総合的な

支援及び地域レベ

ルの実践的な取組

を中心とする自殺

対策の推進【補助金等交付】

Ｌ．熊本県

46百万円

熊本県こころのケア事

業実施要綱に基づく、

平成28年熊本地震被

災者の心のケア支援

Ｏ．公益社団法人

熊本県精神科協会

46百万円

【委託】

熊本県こころのケア事業実施

要綱に基づく、相談支援



☑チェック

1.1

賃金

金　額
(百万円）

A.東京都

使用料及び賃
借料

会場借料

精神保健福祉センター特定相談等事業及び
精神科救急医療体制整備事業

0.3

精神保健福祉センター特定相談等事業 0.1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

旅費 精神保健福祉センター特定相談等事業 0.4

協議会出席旅費等

需用費

使用料及び賃
借料

精神保健福祉センター特定相談等事業 1 賃金 非常勤職員賃金

役務費

0.4

59

報償費
精神保健福祉センター特定相談等事業及び
精神科救急医療体制整備事業

ポータルサイト作成、チラシ作成・印刷・配布
等

9 報償費

使　途

委託料

精神保健福祉センター特定相談等事業 6.3 旅費 0.5

1

報酬 精神保健福祉センター特定相談等事業

B.国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター
金　額

(百万円）

63.2

協議会出席謝金等

0.4

費　目 使　途

1.9

計 82.8 計 3.5

諸謝金 講師謝金 1 諸謝金 講師謝金

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費
精神保健福祉センター特定相談等事業及び
精神科救急医療体制整備事業

費　目

C.国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター D.一般社団法人認知行動療法研修開発センター

費　目 使　途

0.7 その他 プリンタカートリッジ、通信運搬費等

0.3 印刷製品費

借料及び損料 会場借り上げ料　等 1 雑役務費 教材作成、振り込み手数料　等 5.5

印刷製本費 研修会資料　等 0.8 借料 会場借料 3

旅費 講師旅費 0.4 旅費 講師旅費　等 2.4

雑役務費 研修終了者名簿作成配布

賃金 研修会スタッフ　等 0.2 消耗品費 消耗品代 0.4

消耗品費 消耗品代 0.1 通信運搬費 郵送料　等 0.3

その他 会議費、通信運搬費 0.1 賃金 賃金 0

会議費 会議費

計 3.9 計 72.8

旅費 相談員研修講師旅費　等 14.5 借料及び損料 会場借り上げ料　等 0.2

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 広告料、統計システム　等 17.7 賃金 賃金 1.3

通信運搬費

5.4

借料及び損料 会場借り上げ料　等 4.2 旅費 相談員研修講師旅費　等 0.1

0

フリーダイヤル使用料　等 11.5 会議費 会議費 0.2

諸謝金 相談員研修講師謝金　等 7.5 印刷製本費 広報ポスター　等 0.1

2.3 消耗品費 消耗品代広報ポスター　等

計 66

費　目 使　途

消耗品費 文具その他消耗品等

0.1 消費税役務費 通信運搬費

賃金 臨時職員等賃金 0.7

その他

職員給与等

計

消耗品代 0.7

2.2 雑役務費 広告料、統計システム　等 0

賃金

消費税分 2.1

旅費 協議会出席旅費等 0.2 賃金

0.4

燃料費 ガソリン代 0

8.3

E.日本いのちの電話連盟 F. 札幌医科大学

費　目

0.3

旅費 職員旅費等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

印刷製本費 事業の提言 0.3 謝金 講師謝金等

2

金　額
(百万円）

6.4

G.国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）

0.7

社会保険料、会場借料等 0.3

賃金

印刷製本費

H.公益社団法人日本精神科病院協会

印刷製本費 研修資料印刷費等 0.2

通信運搬費 郵送料等

諸謝金 相談員研修講師謝金　等

役務費 事務所整備費等 5.9

計 1.6 計 29

4.7

会議費 研修会場費等

0.1

テキスト、記録紙印刷費　等 2.2

消耗品費



支出先上位１０者リスト

A.

B

東京都

大阪府

北海道

岩手県

千葉県

青森県

大阪市

福島県

長野県

山口県

5 - -

- -

4

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

8

7

6

1

7000020070009

1000020200000

- -

-

10

-

7000020010006

4000020030007

4000020120006

2000020020001

6000020271004

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

-

- -

2

3

- -

法　人　番　号

4000020270008

8000020130001 82.8

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

2000020350001

精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等
精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等
精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等
精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等
精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立研究開発法人
国立精神・神経医療
研究センター

6012705001563

摂食障害治療支援セン
ター設置運営事業実施要
綱（民間団体分）に基づく摂
食障害治療支援センター
設置運営事業

3.5 補助金等交付 - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

82

69.6

53.4

43.7

41.6

41.6 - -

-48

- -

補助金等交付52

精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等
精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等
精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等

精神保健福祉法等に基づ
き都道府県及び指定都市
が行う精神保健福祉セン
ターの特定相談及び精神
科救急医療体制整備事業
等

50.5



C

D

E

公益社団法人日本
社会福祉士会

3011105003553
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

3 補助金等交付 - - －

福岡県弁護士会 4290005002892
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

3 補助金等交付 - - －

全国クレサラ・生活
再建問題被害者連
絡協議会

-
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

5 補助金等交付 - - －

特定非営利活動法
人抱樸

3290805004536
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

4 補助金等交付 - - －

特定非営利活動法
人ワンファミリー仙台

2370005002457
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

4 補助金等交付 - - －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般社団法人日本
いのちの電話連盟

8010005014425
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

66 補助金等交付 - - －

（一社）認知行動療
法研修開発センター

4011105005607

認知行動療法研修事業実
施要綱に基づく精神保健医
療従事者に対する認知行
動療法に係る研修事業

72.8 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立研究開発法人
国立国際医療研究
センター

8011105004456

こころの健康づくり対策事
業実施要綱に基づく思春期
児童等に対応する業務従
事者に対する研修事業

3.6 補助金等交付 - - -

1

2

国立研究開発法人
国立精神・神経医療
研究センター

6012705001563

こころの健康づくり対策事
業実施要綱に基づくPTSD
等に対応する業務従事者
に対する研修事業

3.9 補助金等交付 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

5

6

3

4

一般社団法人日本う
つ病センター

7010905002109
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

10 補助金等交付 - - －

特定非営利活動法
人チャイルドライン支
援センター

1011105003530
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

23 補助金等交付 - - －

9

10

7

8

社会福祉法人いのち
の電話

8010005001043
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

4 補助金等交付 - - －

特定非営利活動法
人のびの会

3020005006483
自殺防止対策事業実施要
綱に基づく自殺防止対策の
ための相談活動　等

3 補助金等交付 - - －



F

G

H

☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

（公社）日本精神科
病院協会

5010405010563
災害派遣精神医療チーム
(DPAT)の支援に関する事
業（委託）

29 その他 1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

奈良県立医科大学 4150005005570
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

2 補助金等交付 - - -

慶應義塾大学病院 4010405001654
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

2 補助金等交付 - - -

岩手医科大学 4400005000752
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

1 補助金等交付 - - -

福岡大学病院 4290005001267
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

2 補助金等交付 - - -

産業医科大学病院 4290805004031
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

2 補助金等交付 - - -

近畿大学医学部付
属病院

2122005000036
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

2 補助金等交付 - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

－－

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 － － － － － － －

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

熊本医療センター -
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

2 補助金等交付 - - -

札幌医科大学 8430005004986
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

2 補助金等交付 - - -

10

8

9

日本医科大学 4010005002383
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

2 補助金等交付 - - -

関西医科大学附属
滝井病院

4120005013980
自殺未遂者再企図防止に
係るケースマネージメント
及び研修の開催等

1 補助金等交付 - - -

1
国立研究開発法人
国立精神・神経医療
研究センター

6012705001563

てんかん地域診療連携体
制整備試行事業実施要綱
（民間団体分）に基づく摂食
障害治療支援センター設
置運営事業

1.6 補助金等交付 - - -

1



別紙２

計 46 計 0

謝金 講師謝金 0.2

旅費 職員旅費等 2

賃借料 複合機リース等 3.7

役務費 郵送料等 4.5

需用費 光熱水費等 10.1

賃金 職員賃金等 12.6

備品費 机、椅子等 12.9

Ｏ．公益社団法人熊本県精神科協会

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 27.7 計 0

委託料
精神科救急医療体制の整備に参画する医
療機関で必要な医師等の確保のための諸
謝金等に対する委託料

27.7

Ｍ.公益社団法人東京都医師会 Ｎ.百間円を超える支出がないため省略

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 2.9 計 46

その他 封筒、通信運搬費、会議費等 0.7

0

印刷製本費 プログラム作成費用等 0.4

旅費 協議会出席旅費等 0.4

報償費 協議会出席謝金等 0.6

会議費 飲料等 0.2

消耗品費

使用料及び賃
借料

会場借料 0.8 委託料 謝金、旅費、賃金、消耗品費　等 46

K.独立行政法人国立病院機構久里浜医療センター L.熊本県

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 48 計

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター J.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

賃金

印刷製本費 コピー費等 0.7

謝金

借料 会議室利用等

講師謝金等 1.5

消耗品等 0.5

職員賃金 40.8 新規事業

旅費 職員旅費 2.5

1.8



別紙３

I

J

K

L

M

N

O

1

1
株式会社 ハッピー
ジャパン

4010001065657
ポータルWebサイト更新費
及びページ作成等

1
随意契約
（少額）

- - -

2 株式会社 弘文社 4040001026185
摂食障害情報ポータルサイ
ト案内チラシ作成・印刷・配
布

0.3
随意契約
（少額）

- - -

5

4

3

東京都立多摩総合
医療センター

-
精神科救急医療体制整備
事業

7

8

7

6
特定非営利活動法
人メンタルケア協議

7011005001216
精神科救急医療体制整備
事業

3.6

国立国際医療研究セ
ンター病院

8011105004456
精神科救急医療体制整備
事業

2.1

9

公益財団法人東京
都保健医療公社 豊

-
精神科救急医療体制整備
事業

7

東京都立松沢病院 -
精神科救急医療体制整備
事業

7

2

1
公益社団法人東京
都医師会

3010005004538
精神科救急医療体制整備
事業

27.7

東京都立墨東病院 -
精神科救急医療体制整備
事業

7

支 出 先 法 人 番 号 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

支 出 先 法 人 番 号 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 熊本県 7000020430005
平成28年熊本地震被災者
の心のケア支援

46 補助金等交付 - - －

1

支 出 先 法 人 番 号 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人国立
病院機構久里浜医
療センター

-

依存症治療拠点機関設置
運営事業実施要綱（民間団
体分）に基づく依存症治療
拠点機関設置運営事業

2.9 補助金等交付 -

1

支 出 先 法 人 番 号 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人国立
病院機構久里浜医
療センター

-
依存症対策全国拠点機関
設置運営事業（29年度新
規）

- 補助金等交付 - - -

国立研究開発法人
国立精神・神経医療
研究センター

6012705001563

国における自殺対策の総
合的な支援及び地域レベ
ルの実践的な取組を中心と
する自殺対策の推進

48 補助金等交付 - - -1

支 出 先 法 人 番 号 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社マルコシ 8011801012126
精神保健福祉センター特定
相談等事業

1.1

特定非営利活動法
人 暉望

2013405000909
精神保健福祉センター特定
相談等事業

0.5

支 出 先 法 人 番 号 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支 出 先 法 人 番 号 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

公益社団法人 熊本
県精神科協会

8330005008312
被災者の心のケアにかか
る相談支援

29 その他 - - -


